[bookmark: _GoBack]別記様式第5号(第16条第1項関係)

共同研究講座等教員等の利益相反自己申告書

	
	チェック項目　（前年度1年間の状況について）
	該当の状況
	該当する場合にはその内容

	1
	外部機関とあなたとの関係において、当該共同研究講座以外の関係があるか。
・受託研究
・臨床研究
・学術指導
・自らが発明者である大学保有特許等の実施許諾、権利譲渡等
・寄附金の受入れ

	□有
□無
	

	2
	外部機関との間で、あなたまたは配偶者等（※）に、次のような私的な利害関係があるか。
・兼業を行っている。
・直接雇用、企業からの出向またはクロスアポイントメントによって勤務している。
・当該企業の株式を保有または売却した。

（※）生計を同じにする配偶者（性の多様性に関する理念と対応ガイドライン-LGBT等の学生と教職員を包摂するキャンパスを目指して-（令和4年12月27日役員会承認）に示すパートナーシップを証明する書類により証明されるパートナーを含む。）および一親等の親族（親および子）をいう。

	□有
□無
	

	3
	外部機関との間で、あなたあるいは配偶者等が、個人保有特許等に関する収入（実施料、譲渡収入等）やその他個人的収入があるか。
・報酬、ロイヤリティ、原稿料、講師謝礼等の収入など

	□有
□無
	

	4
	あなたあるいは配偶者等が保有する、外部機関の公開株式あるいは未公開株式（新株予約権を含む）があるか。

	□有
□無
	

	5
	大学と外部機関の間で、物品購入や業務委託を行うにあたって、あなたが機種選定や仕様策定等への関与があるか（予定も含む）。

	□有
□無
	



（申告日）　　年　　月　　日

氏名(署名)　　　　　　　　　　　　　　　　
